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日本における象牙の80％が、ハンコ製造にために消費
されていることから、象牙取引における象牙印の小売
業者の役割を理解することは重要である。そこでEIA
およびJTEFは、2020年、ハンコ店に対する2つのスナ
ップショット調査を実施した。小売業者が、購入後の
象牙印の海外持ち出し（これは違法な行為である。）
を意図する顧客に対しても象牙印を売ろうとするかど
うかを判定するもので、同様の調査が実施された
2018年以後のハンコ店の販売態度を追跡する意義を
もつ。一つ目は、3大都市圏に所在し、2018年の調査
時には顧客の海外持出しの意図を知って象牙印の販売
を拒絶した100のハンコ店に対する追跡調査である。
今回調査員に応対した店の38％（29/76店）、東京に
限ってみると39％（16/41店）が、象牙印を売る姿勢
に転じていた。もう一つの調査は、3大都市圏を除く
全国に所在し、初めてアプローチする150のハンコ店
を対象とするものである。調査員に応対した店の91％
（81/89店）が、購入後海外へ持ち出されることにな
ると知りながら象牙印を売ろうとした。しかも、ほと
んどの店が象牙印を輸出することが違法であることを
知っていた。さらに、いくつかのケースでは、輸出禁
止の網をくぐって象牙を無事海外へ持ち出すために当
局を出し抜く方法を指南した。これらの結果は、多数
の象牙印小売業者が、その輸出が違法と知りつつ、なお
も海外持出しを意図する顧客に象牙印を販売しようと
する実態を暴き出し、日本政府の違法輸出に関する普
及啓発キャンペーンが失敗に終わっていることを示し
ている。日本がこの重大な象牙の違法輸出問題を解決
する唯一の方法は、その市場を閉鎖し、そのための規
制を効果的に執行することである。

日本は、世界最大の合法的な象牙市場を持つ
国であり、しかも象牙取引の 管理が厳格さ
に欠けるため、継続して違法輸出を含む象牙
の違法取引を引き起こしてきた。

環境調査エージェンシー（EIA）は、環境犯罪の撲滅に全力を
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背景: 日本の国内象牙市場
1970年以降、26万2000頭以上のアフリカゾウが、
日本の象牙需要を満たすために殺された 1。
1970年代、業界は象牙をハンコの高級素材として大
衆化させ、日本における象牙需要を劇的に増加させ
たが、これがアフリカの至る所で密猟が蔓延する一
因となった2。 1989年、国際社会は密猟危機への対
処として「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国
際取引に関する条約」（CITES、ワシントン条約）の
下、象牙の国際取引禁止に合意した。日本は、この禁
止後、1999年と2008年の2度にわたって南部アフリ
カ諸国から象牙を輸入することを許された唯一の国で
ある。

2016年、ワシントン条約の締約国は、アフリカゾ
ウの密猟が再び活発化したこと3 を受け、改正された
決議10.10「ゾウの個体等の取引」にもとづき、密猟
または違法取引の一因となる国内象牙市場を閉鎖す
べきことに全会一致で合意した。しかし、日本政府
は条約における決定にもかかわらず自らの市場を守
り続けている。条約決議の文言に違反していないと
いう主張のもとに、世界のどの国よりも巨大で流通
が活発な象牙取引を今日に至るまで維持しているの
である。
日本の合法化された加工用象牙の在庫は、近年、

185トンの全形牙（2019年12月末現在）4 と74トン
のカット・ピース（2019年3月時点）5 とを合わせ、
ほぼ260トンもの量となっている。日本には、2020
年7月時点で登録された12,886の象牙業者によって
運営される象牙取引を行うための施設（店舗など）
が16,175ある6。 東京に限ってみれば、登録業者が
2,525、施設が2,936（全国の18%）となっている7。
日本政府は、その市場は厳格な管理下にあると主張
している。しかし、現実を見れば、法令は抜け穴だ
らけであり、しかもその執行すら不十分であるため、
国内では違法取引が蔓延し、国外への違法輸出も続
いている8。日本政府は、過去数十年、管理の仕組み

を繰り返し改定することで、うわべだけの改善を図
ってきたが、それらの措置がほとんど実効性を欠い
ていることが既に明らかとなっている9。
象牙取引管理の核をなすのが「絶滅のおそれのある
野生動植物の種の保存に関する法律」（種の保存法）
にもとづく象牙の登録制度である10。 象牙は、この登
録を経て合法的に流通することになる。しかし、こ
の登録手続においては、象牙の出所や取得がワシン
トン条約に違反していないことを証明できるだけの
客観的な証拠が求められていない。最近まで、税関
における通関書類や象牙購入の際の領収書などの証
明力の高い証拠に代えて、象牙所有者の友人や家族
を含む第三者による証明が、登録のための決定的な
合法性証明書類として受理されてきた。2019年7月
からは、登録しようとする象牙が1989年の国際取引
禁止以前のものであるかどうかを証明するための放
射性炭素年代測定が求められるようになった。しか
し、登録制度が始まった1995年以来、既に大量の象
牙が既に合法化され、国内合法市場になだれ込んで
しまっている11。もうひとつの深刻な問題は、ほとん
どのカット・ピースが登録の対象とされていないた
め、コストのかかる年代測定を回避したいと思えば、
象牙を分割し、その後譲り受けることにしてしまえ
ば事は済んでしまう点である。さらに、象牙がいっ
たん分割されると、もはや登録が求められなくなる
だけでなく、個々のカット・ピースや象牙製品にマ
ーキングが（法的に）求められることもないため、
それらを追跡し、他の象牙と区別することは完全に
不可能となる。
取引管理がこのように緩やかなものであるため、小
売業者らは合法（とされてしまっている）象牙の販
売に従事でき、それがしばしば象牙の違法輸出を引
き起こす結果となっている。2018年1月から2020年
12 月14日までに、大部分が中国となる外国で日本由
来の象牙が押収された件数は、少なくとも76にのぼ
る12。 印材、立像、その他の彫刻、宝飾品、掛軸の軸
先、そして全形牙などが、主に郵便物の中から輸入
国当局によって発見されている。中国における象牙
取引禁止が発効した後に中国から日本へ旅行した422
名を対象に行われた最近の調査では、日本への旅行
前に象牙の購入を計画した者は19%に達し、実際に
日本を訪れた際に12％が実際に象牙を購入したと推
定されている13。 象牙を購入した者のうち、35%は空
路で持ち帰り、32%が日本の店舗から郵便で送らせ、
10%が自分自身で中国へ郵送していた。
日本の未加工象牙消費の80％はハンコ製造による
ものである14。 ハンコは、公的な文書等へのサインの
代わりに用いられ、素材は象牙を含め多様である。
しかし、印材としての象牙の使用は決して伝統的な
ものではない15。大部分の未加工象牙消費をもたらす
象牙印市場においては、ハンコ産業とハンコの小売
業者らが重要な役割を果たしている。象牙製ハンコ
の在庫量は、現在951,456本となっている（2019年
3月時点）16。
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印章小売業者の調査：調査目的と
方法
ハンコ産業が象牙市場において果たしている役割の大
きさを念頭に、EIAとJTEFは、数年にわたってハンコ
取引を監視してきた。2018年、東京、大阪および名
古屋を中心とする3大都市圏でハンコ店を電話調査し
たところ、販売した象牙印がその後輸出されること（
違法な行為である。）を知りながら、それを販売しよ
うとした店が175店（58%）にのぼる一方、販売を拒
否したのは128店にとどまった17。
この2018年調査後のハンコ店の販売態度を追跡すべ
く、2020年、2つの調査を相次いで実施した。

過去に調査した3大都市圏内128のハンコ店中100店
を対象とした調査A18

2018年に調査した際は、この128のハンコ店すべて
が、購入後輸出する意図と知れた顧客には象牙印の販
売を拒絶していた。

2020年、そのうちの100店に対し、象牙印を販売し
ようとするかどうかを判定するため、1名の調査員が
2018年調査と同様のストーリーで電話をかけた。な
お、ハンコ店が販売した象牙印の輸出が違法であるこ
とを知っているかどうかはわざわざ確認していない。
これらのハンコ店がその点を理解していることは
2018年調査時に把握済みだからである。

2018年には調査対象としなかった、大都市圏外のハ
ンコ店150を対象とした調査B19

これらの小売業者は、環境省の監督下にある「一般
財団法人自然環境研究センター」（JWRC）に登録さ
れた「特別国際種事業者」の登録簿20 20から、大部分
の道府県を含んで地理的に偏りがないようにしつつ、
無作為に抽出、選定された。

2020年、1名の調査員が顧客を装ってこれら150店

に電話をかけ、その友人または調査員に象牙印を売ろ
うとするかどうか、その輸出が違法であることを理解
しているかどうかを確認した。電話の内容は、「来日
できない外国の友人が象牙印を買って来て欲しいと言
っている」という2018年調査時と同様のストーリー
にもとづいている。

調査結果
調査A：東京、大阪および名古屋を中心とする大都市圏
調査員は、過去象牙印の販売を拒絶した128のハンコ店の
うち100店に電話をかけた。うち75店は東京を中心とする
関東大都市圏に（48店が東京都内）、残り25店が大阪を中
心とする近畿大都市圏および名古屋を中心とする中京大都市
圏に所在している21。 表1のとおり、象牙印販売についてや
り取りができたのは76店（76%）であり、うち都内に所在
するのは41店（東京都所在の調査対象店の85%）である。
既に述べたとおり、2018年にはこれら76店のすべてが、
顧客が海外へ持ち出す意図であることを知るや象牙印の販売
を拒否していた。これとは対照的に、2020年になると、う
ち29店（38％）が、同様の条件下で販売に応じる態度に転
じていた。東京に所在する41店について見ると、うち16店
（39%）が象牙印を売る方向へ態度変更している。

調査B：3大都市圏を除くほぼ日本全域
150のハンコ店のうち、89店（59.3%）が電話に出
て、象牙印販売について応対した。40店（26.7%）は
、完全な廃業またはもっぱら文房具販売にシフトした
との理由で、ハンコの販売を止めていた。2店は、象
牙印販売について電話応対することを拒み、2店は（
ハンコは扱っているが）象牙印の販売を止めており、
残り17店には電話がつながらなかった。
象牙印について調査員に応対した89のハンコ店の反
応を表2に示した。うち68店（カテゴリーI, II の合計
：全体の76.4%）は、輸出が違法と理解しているにも
かかわらず、顧客が海外へ持ち出す意図であることを
知りながら象牙印を販売しようとした。13店（カテゴ
リーIII：全体の14.6%）は、象牙印の輸出が違法であ
ることを知らずに、海外持出しの意図を持つ顧客に象
牙印を販売しようとした。以上の結果、顧客が海外へ
運び出す意図であることを知りながら象牙印を売ろう
とした店は、89店のうち81店（カテゴリーI, IIおよび
IIIの合計：全体の91%）という圧倒的多数にのぼった。
しかも、その84%（68/81）は輸出が禁止されている
ことを知っていた。なお、いくつかのケースでは、そ
れとわからないように何かに包み、他のものと一緒に
送れば、大きなものではないので見つからないなど、
輸出禁止の網をくぐって象牙を無事海外へ持ち出すた
めに当局を出し抜く方法を指南した。調査した長野県の店で売られていた象牙印

©JTEF/EIA 2020
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日本政府による普及啓発キャンペ
ーンの失敗
ハンコ店調査の結果は、日本政府による象牙の違法輸
出防止に向けた普及啓発キャンペーンが惨憺たる失敗
に終わっていることを証明している。日本政府は、
2017年以来、環境省および経済産業省を通じて、象
牙輸出入の違法性に関する普及啓発キャンペーンを行
ってきた。空港や象牙製品小売店には、小売業者と消
費者の両方に響くようデザインされた大型ポスターが
目立つように張り出されている。「日本象牙美術工芸
組合連合会」（JIA）や「全日本印章業協会」などの
象牙やハンコの関連業界団体もまた、象牙輸出の違法
性について周知を行っている。このような周知は「適
正な象牙取引の推進に関する官民協議会」の2017年
来の努力としても位置付けられている22。
しかし、このような努力にほとんど効果が認められ

ないことは、2017年に起きた象牙違法輸出事件にお
ける中国人の象牙仕入れ先がJIAの組合員であったこ
とに象徴されている。2017年11月、東京港に停泊し
ていたコンテナ船に戻ろうとする中国人船員の荷物に、
ハンコへ加工する途中の象牙605本（重さ約7キロ、
約31万円相当）が入っていた。この象牙の仕入れ先
が、象牙の製造、卸売、小売を営む「全日本象牙卸売
センター」であった。朝日新聞は、2018年2月にこの
刑事事件を報じたが、記事に添えられた写真には店舗
の窓に張り出されている日本政府の大型ポスターがは
っきりと写っている23。警視庁はこの店舗他を捜索し、
会社の役員兼事業の統括責任者を逮捕した。この役員
および会社は東京税関によって関税法にもとづく犯則
処分を受けたが24、刑事事件についてはその後不起訴
になっている25。
全日本象牙卸売センターの事件は、利益がコストや
リスクを明らかに上回る場合は、法に触れても行動せ
んとするような小売業者および顧客に対して、単純な

結果 全体：東京、大阪および
名古屋を中心とする大都市圏

調査員と象牙印の販売についてやり取りした

象牙印を取り扱っていないと回答した

象牙印販売について電話での問い合わせには応じられないと回答した

卸売しかしていないため、一般客とは商談できないと回答した

電話に出なかった*

ハンコ店をやめていた

合計

うち東京

41 (85.4%) 

1 (2.1%)

0 (0%)

1 (2.1%)

3 (6.3%)

2 (4.2%)

48 (100%)

表 1:東京、大阪および名古屋を中心とする大都市圏のハンコ店に対する電話調査の結果（2020年）

*電話を取ってもらえない状態が続いたケース、手が離せないという理由で通話ができない状態が続いたケース、話し中が続いたケース、既に1度は連絡を試み
ていたが、本調査に警戒するよう指示する連絡が小売事業者間に回っていることが明らかとなったため再度の連絡を断念したケースを含む。

76 (76%) 

6 (6%)

1 (1%)

1 (1%)

7 (7%)

9 (9%)

100 (100%)

カテゴリー 象牙印販売店の反応

I

II

III

IV

合計

3 (3.4%) 

65 (73%)

13 (14.6%)

8 (9.0%)

89 (100%)

表 2:大都市圏を除く日本全域における象牙印販売店の反応

- 象牙を輸出する意図と知りつつ販売しようとした     
- 顧客のために自ら輸出しようとした
- 輸出が禁止されていることを知っていた

- 象牙を輸出する意図と知りつつ販売しようとした     
- 顧客のために自ら輸出することは拒んだ
- 輸出が禁止されていることを知っていた

- 象牙を輸出する意図と知りつつ販売しようとした     
- 輸出が禁止されていることを知らなかった

-象牙を輸出する意図と知って販売を拒んだ
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普及啓発のメッセージは何の効果も持たないことを示
している。多くのハンコ店は、熱心な顧客への販売機
会に出会えば、違法輸出防止への献身的な協力など歯
牙にもかけない。象牙販売自体が合法であって、違法
輸出に関する法的責任を顧客に転嫁できる限り、この
ような事態が変わりはしない。一般論として、違法な
野生生物取引をなくすことを企図した普及啓発キャン
ペーンは有効であり得る。しかし、それは行動変容を
もたらすに十分なインセンティブがはたらく場合、例
えば強力な法規制の効果的な執行が行われる場合に限
られる。

東京における象牙取引
政府の普及啓発アプローチの失敗は、登録象牙業者の
店舗等の18％が集中し、ほぼ間違いなく日本の象牙
取引の中心地といえる東京において特にあらわとなっ
ている。そのことは、我々の2018年調査で海外への
持ち出しを意図する顧客には象牙印を売らないと述べ
ていた東京のハンコ店のうち39%が、2020年の調査
時には態度を翻して販売の意欲を示していたことから
も明らかである。2017年の全日本象牙卸売センター
事件の象牙も、政府登録の東京に本店を置く業者が東
京で運営する店舗で購入されていた。

2020年、東京都は、国際的な象牙市場閉鎖の動き
と国際都市としての東京の役割を念頭に「象牙取引規

制に関する有識者会議」を設置した26。東京都による
象牙取引検証の目的は、現行の取引規制のあり方を吟
味し、象牙の違法取引および違法な象牙輸出の防止に
向けて都がなすべき対策を提案することであり、国が
行う以上の対策を検討することも想定されている。

日本の違法な象牙輸出：他国にお
ける象牙取引禁止を骨抜きに
水際において象牙の違法輸出を防止できていないこと、
さらに政府による普及啓発キャンペーンの失敗は、密
猟と象牙の違法取引撲滅に向けた国際的努力の実効性
を脅かすものである。
例えば、中国税関総署は、他の法執行部局ととも

に少量の象牙押収で得られた証拠にもとづいて追跡捜
査を展開する能力を発揮してきた。そして象牙および
その他の野生生物製品の組織化された違法取引を暴き
出している。2018年、ウルムチ（中国新麗ウイグル
自治区の首府）税関が受領した日本からの郵便小包に
は、1kg未満の象牙といくつかの赤珊瑚製品が梱包さ
れていた27。中国当局が開始した捜査の結果、塩城市
を拠点に象牙その他の野生生物製品を売り捌く象牙業
者が、少なくとも11の省の14の都市に張り巡らされ
た買取り業者のネットワークを通じて関与した、洗練
された犯行が暴き出された。この件にかかわった犯罪

2018年2月、東京の全日本象牙卸売センターの店先には、
政府の普及啓発キャンペーンポスターが。写真提供：朝日新
聞社象牙輸出入の違法性に関して警告する日本政府のポスター



小売業者らは、自ら象牙を海外へ送ることさえしなけ
れば、自らが報いを受けることはないとわかってい
る。販売自体を違法とすることなく、したがって違法
な販売行為に対して効果的な法執行がなされるという
前提を欠くような普及啓発アプローチは、小売業者に
揺さぶりをかけるという意味でも、消費者の気を変え
させるという意味でも効果がない。日本がこれまで実
行してきた欠陥のあるアプローチは、うわべだけの法
規制の見直しと条約と自国の法令遵守について民間セ
クターの協力をあおぐことだけにとどまっていた。国
内販売を合法化し続ける限り、このようなアプローチ

はまったく意味をなさず、欺瞞的ですらある。
日本の国内象牙市場は、継続して違法な象牙の国際
取引の一因となっている。他国がその国内象牙市場の
閉鎖を実施し、消費者が象牙を容易に手に入れられる
オープンな市場に目を向ける状況にあっては、ますま
すそうなるだろう。日本政府がとるべき、まさしく唯
一の行動は、その象牙市場を閉鎖することである。そ
して東京都は、世界を代表する国際都市として、都内
での象牙取引を禁止するための大胆な方策を講じて、
国に先駆けるべきである。

6

結論
スナップショット調査の結果は懸念すべきものであり、日本政府にはまったく
新しいアプローチが求められていることを示している。仮に小売業者のほとん
どが象牙の輸出が違法であることを知ったとしても、その圧倒的多数は、象牙
を販売することを選ぶ。

提言
日本政府に対して
• ワシントン条約決議10.10（第18回締約国会議改正）にしたがい、国内象牙市場を緊急に閉鎖すること
• 税関に対し、象牙の違法輸出の防止に優先順位を置いて取締りを行わせること、またそのために必要な政策的措置
をとらせること

東京都に対して
• できる限り早急に都内の象牙市場を閉鎖すること、すなわち東京都議会で制定される条例によって、東京都内にお
ける象牙の売買ならびに販売目的の陳列および広告を、できる限り速やかに禁止すること

• 都内の象牙市場閉鎖の施行までの間に、次の措置をとること
- 象牙フリーの国際都市を目指す東京都の政策の緊急宣言
-上記政策に沿って象牙販売を見合わせるよう東京の象牙業者を指導する要綱（ガイドライン）の策定（このガイド
ラインは、条例による取引禁止施行時まで効力を持つ。）

-上記政策および将来施行される都条例に関する都民および海外からの来訪者に対する普及啓発を行うこと

• 警視庁に、違法な国内取引・輸出を阻止するための取締りを強化させること

グループは、日本に滞在する2名の中国人エージェン
トを通じて、象牙を合法に買付け、税関を欺くために
内容を偽って、大阪の倉庫から中国へ送らせていた。
輸出される象牙は少量であることが典型的とはいえ、
その押収が継続的に生じていることからすると、
押収できたものは氷山の一角であり、その量を見るだ
けでは取引規模を過少評価してしまう可能性が高い。
また、近年日本由来の象牙は、中国本土以外のベトナ
ム、台湾などでも押収される状況にある。
他国がその国内象牙市場を閉鎖し続ける状況にあって
は、組織的な野生生物の違法取引業者を含め象牙を購
入せんとする者らは、その調達が容易であることがは
っきりしている日本をますます利用するようになるだ
ろう。

2018年1月から2020年12 月14日までに、中国当局によっ
て日本由来の象牙が押収された件数は、少なくとも72にの
ぼる（公表された資料による。: 
https://eia-global.org/japansillegalivoryexports）
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